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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基材の少なくとも一方の面に粘着剤層を有する極板保護用粘着テープであって、前記基
材がポリアミド、ポリイミド、及びポリアミドイミドから選択されるプラスチック系基材
であって、２６０℃、１時間加熱した際の収縮率が、ＴＤ（巾）方向収縮率、ＭＤ（長さ
）方向収縮率共に、１．０％以下である基材であり、前記粘着剤層を構成する粘着剤のベ
ースポリマーがポリイソプレン及びポリイソブチレンから選択される少なくとも１種を含
む、重量平均分子量が２０万～３００万のゴム系ポリマーであり、下記方法により算出さ
れる突き刺し耐性が３００ｇｆ・ｍｍ以上であり、且つ、２６０℃、１時間加熱した際の
収縮率が、ＴＤ（巾）方向収縮率、ＭＤ（長さ）方向収縮率共に、１．０％以下であるこ
とを特徴とする、電解液が封入された電池内部に貼り合わせて使用する極板保護用粘着テ
ープ。
　突き刺し耐性算出方法
　２３±２℃条件下で、直径１１．２８ｍｍの円形に穴を開けた固定板に粘着テープを固
定して、先端の曲率半径が０．５ｍｍφの針を速度２ｍｍ／ｓで突き刺し、針が粘着テー
プを貫通する時の最大荷重（ｇｆ）、及び粘着テープの最大伸び（ｍｍ）を測定し、下記
式（１）により求める。
　突き刺し耐性＝最大荷重（ｇｆ）×粘着テープの最大伸び（ｍｍ）×１／２　　（１）
【請求項２】
　粘着剤層を構成する粘着剤のヨウ素価（ＪＩＳ　Ｋ　００７０：１９９２）が５以下、
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及び／又は不飽和度（ＮＭＲ法による）が０．１［１０-2モル／ｇ］以下である請求項１
に記載の、電解液が封入された電池内部に貼り合わせて使用する極板保護用粘着テープ。
【請求項３】
　基材の厚さが１２～２５μｍである請求項１又は２に記載の、電解液が封入された電池
内部に貼り合わせて使用する極板保護用粘着テープ。
【請求項４】
　粘着剤層の厚さが４～１５μｍである請求項１～３の何れか１項に記載の、電解液が封
入された電池内部に貼り合わせて使用する極板保護用粘着テープ。
【請求項５】
　短絡防止用として電極端子及び／又は極板端部に貼付して使用する請求項１～４の何れ
か１項に記載の、電解液が封入された電池内部に貼り合わせて使用する極板保護用粘着テ
ープ。
【請求項６】
　短絡防止用としてセパレータにおける極板端部が接触する部分に貼付して使用する請求
項１～４の何れか１項に記載の、電解液が封入された電池内部に貼り合わせて使用する極
板保護用粘着テープ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、極板保護用粘着テープ、具体的には、リチウムイオン電池等の電池内部に貼
り合わせて、短絡を防止する目的で使用する粘着テープに関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、リチウムイオン電池等の二次電池は、携帯電話やノートパソコン等のモバイル機
器の電源として不可欠である。また、リチウムイオン電池は高容量・軽量であるため、電
気自動車用バッテリーとしても大いに期待され、今後更に高容量化することが求められて
いる。
【０００３】
　リチウムイオン電池の高容量化に伴い、特に巻回型電池において巻回電極板の巻回数が
より多くなる傾向があり、より薄いセパレータを使用することが主流となっている。しか
し、製造工程において、電池内部に混入した非常に小さな異物、又は極板に存在するバリ
等によりセパレータに穴が開き、正の電極板と負の電極板とが短絡（ショート）して発熱
し、発火事故等の原因となることが問題となっている。
【０００４】
　内部短絡を防止する方法としては、バリが存在する電極端部や電極端子に粘着テープを
貼り合わせることにより、薄いセパレータがバリに接触して穴が開くことを防止する方法
が挙げられる（特許文献１）。
【０００５】
近年、リチウムイオン電池により高い安全性が求められていることに伴い、バリ等による
突き刺しにも破れることがなく、充電、放電を繰り返しても短絡防止効果を維持すること
ができる極板保護用粘着テープが求められている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平１０－２４７４８９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　従って、本発明の目的は、バリ等が接触しても破れることがなく、高温下においても短
絡防止効果を維持することができる極板保護用粘着テープを提供することにある。
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【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者は、上記課題を解決するため鋭意検討した結果、特定の突き刺し耐性を有し、
且つ、２６０℃、１時間加熱しても、熱収縮率が１％以下である粘着テープを極板保護用
途に使用すると、バリ等による突き刺しからセパレータを保護することができ、短絡（シ
ョート）による発熱、発火事故等を防止することができること、及び、高温下においても
収縮して被着体から剥がれることがないため、充電、放電を繰り返しても、短絡防止効果
を維持することができることを見出した。本発明はこれらの知見に基づいて完成させたも
のである。
【０００９】
　すなわち、本発明は基材の少なくとも一方の面に粘着剤層を有する極板保護用粘着テー
プであって、下記方法により算出される突き刺し耐性が３００ｇｆ・ｍｍ以上であり、且
つ、２６０℃、１時間加熱した際の収縮率が、ＴＤ（巾）方向収縮率、ＭＤ（長さ）方向
収縮率共に、１．０％以下であることを特徴とする極板保護用粘着テープを提供する。
　突き刺し耐性算出方法
　２３±２℃条件下で、直径１１．２８ｍｍの円形に穴を開けた固定板に粘着テープを固
定して、先端の曲率半径が０．５ｍｍφの針を速度２ｍｍ／ｓで突き刺し、針が粘着テー
プを貫通する時の最大荷重（ｇｆ）、及び粘着テープの最大伸び（ｍｍ）を測定し、下記
式（１）により求める。
　突き刺し耐性＝最大荷重（ｇｆ）×粘着テープの最大伸び（ｍｍ）×１／２　　（１）
【００１０】
　前記極板保護用粘着テープは短絡防止用として、電極端子及び／又は極板端部、セパレ
ータにおける極板端部が接触する部分に貼付して使用することが好ましい。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明に係る極板保護用粘着テープは、異物や極板等に存在するバリが接触しても破れ
ることなく追従して伸びるため、電池内部において極板やセパレータに貼付することによ
り、異物や極板等に存在するバリがセパレータを貫通して電極間の短絡を引き起こすこと
を防止することができ、電池に高い安全性、信頼性を付与することができる。更に、本発
明に係る極板保護用粘着テープは２６０℃、１時間加熱による熱収縮率が１％以下である
ため、高温下においても収縮して被着体から剥がれることがない。そのため、電池の充電
、放電を繰り返すことにより電池内部が高温環境となっても、極板やセパレータから剥が
れず短絡防止効果を維持することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明に係る極板保護用粘着テープの一例を示す概略断面図である。
【図２】本発明に係る極板保護用粘着テープの他の一例を示す概略断面図である。
【図３】本発明に係る極板保護用粘着テープの他の一例を示す概略断面図である。
【図４】粘着テープの突き刺し試験方法を示す概略斜視図（4-1）、及び突き刺し試験に
おける粘着テープの伸びの測定方法を示す概略断面図（4-2）である。
【図５】粘着テープへの荷重（ｇｆ）と、荷重による粘着テープの伸び（ｍｍ）、及び粘
着テープの突き刺し耐性の関係を示すグラフである。
【図６】リチウムイオン電池における、本発明にかかる極板保護用粘着テープの使用例を
示した概略図であり、図（6-1）は使用前の図、図（6-2）は極板等へ本発明にかかる極板
保護用粘着テープを貼着した図、図（6-3）は、極板を巻回して本発明にかかる極板保護
用粘着テープを使用して巻き止めした図である。
【図７】アルミ電解コンデンサにおける、本発明にかかる極板保護用粘着テープの使用例
を示した概略図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
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　以下に、本発明の実施の形態を、必要に応じて図面を参照しつつ詳細に説明する。
【００１４】
　本発明に係る極板保護用粘着テープは、基材の少なくとも一方の面に粘着剤層を有する
極板保護用粘着テープであって、下記方法により算出される突き刺し耐性が３００ｇｆ・
ｍｍ以上であり、且つ、２６０℃、１時間加熱した際の収縮率が、ＴＤ（巾）方向収縮率
、ＭＤ（長さ）方向収縮率共に、１．０％以下であることを特徴とする。
　突き刺し耐性算出方法
　２３±２℃条件下で、直径１１．２８ｍｍの円形に穴を開けた固定板に粘着テープを固
定して、先端の曲率半径が０．５ｍｍφの針を速度２ｍｍ／ｓで突き刺し、針が粘着テー
プを貫通する時の最大荷重（ｇｆ）、及び粘着テープの最大伸び（ｍｍ）を測定し、下記
式（１）により求める。
　突き刺し耐性＝最大荷重（ｇｆ）×粘着テープの最大伸び（ｍｍ）×１／２　　（１）
【００１５】
　［粘着剤層］
　本発明における粘着剤層を構成する粘着剤としては、不飽和度を示すＪＩＳ　Ｋ　００
７０：１９９２に準じた方法で測定したヨウ素価が１０以下（好ましくは、５以下）及び
／又はＮＭＲ法による不飽和度が０．５［１０-2モル／ｇ］以下（好ましくは、０．１［
１０-2モル／ｇ］以下）であることが好ましい。前記ヨウ素価が１０を超え、且つ、ＮＭ
Ｒ法による不飽和度が０．５［１０-2モル／ｇ］を超える化合物は、電池内部で電解液［
例えば、エチレンカーボネート／ジエチルカーボネート（１：１）等］中に溶出して電解
質（各種塩類）と反応し、他の成分との結合若しくは電解質の自己分解を促進することに
より、電解液を劣化させる傾向があるからである。なお、本発明における粘着剤層を構成
する粘着剤とは下記ベースポリマー等を含む不揮発性成分を意味し、具体的には、下記ベ
ースポリマー等を含有するコーティング剤を基材等に塗布し、揮発性成分が揮発した後の
成分である。
【００１６】
　ここで、ＮＭＲ法による不飽和度とは、プロトンＮＭＲ測定において得られたオレフィ
ン由来のプロトンのピーク面積から、不飽和度が既知のサンプルのピーク面積を標準とし
て算出したものである。
【００１７】
　本発明における粘着剤層を構成するベースポリマーとしては、特に限定されないが、例
えば、ゴム系ポリマー、アクリル系ポリマー、シリコーン系ポリマーなどの公知のポリマ
ーを用いることができる。
【００１８】
　上記ゴム系ポリマーとしては、天然ゴムや各種の合成ゴムが挙げられる。前記合成ゴム
としては、例えば、ポリイソプレンゴム、スチレン・ブタジエン（ＳＢ）ゴム、スチレン
・イソプレン（ＳＩ）ゴム、スチレン・イソプレン・スチレンブロック共重合体（ＳＩＳ
）ゴム、スチレン・ブタジエン・スチレンブロック共重合体（ＳＢＳ）ゴム、スチレン・
エチレン・ブチレン・スチレンブロック共重合体（ＳＥＢＳ）ゴム、スチレン・エチレン
・プロピレン・スチレンブロック共重合体（ＳＥＰＳ）ゴム、スチレン・エチレン・プロ
ピレンブロック共重合体（ＳＥＰ）ゴム、再生ゴム、ブチルゴム、ポリイソブチレンや、
これらの変性体等を挙げることができる。
【００１９】
　本発明においては、なかでも、電解液へ溶出しにくく、且つ、電解液に溶出しても電解
液中の電解質との反応性が低く、電解液の劣化を防止することができる点で、ポリイソプ
レンゴム、スチレン・エチレン・ブチレン・スチレンブロック共重合体（ＳＥＢＳ）ゴム
、スチレン・エチレン・プロピレン・スチレンブロック共重合体（ＳＥＰＳ）ゴム、ブチ
ルゴム等を使用することが好ましい。
【００２０】
　上記アクリル系ポリマーとしては、例えば、主モノマー、コモノマー、及び官能基含有
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モノマー等からなるポリマー等を挙げることができる。
【００２１】
　主モノマーとしては、粘着性を付与するモノマーを挙げることができ、例えば、（メタ
）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸プロピル、（メタ
）アクリル酸イソプロピル、（メタ）アクリル酸ｎ－ブチル、（メタ）アクリル酸イソブ
チル、（メタ）アクリル酸ｓ－ブチル、（メタ）アクリル酸ｔ－ブチル、（メタ）アクリ
ル酸ペンチル、（メタ）アクリル酸イソペンチル、（メタ）アクリル酸ヘキシル、（メタ
）アクリル酸ヘプチル、（メタ）アクリル酸オクチル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘ
キシル、（メタ）アクリル酸イソオクチル、（メタ）アクリル酸ノニル、（メタ）アクリ
ル酸イソノニル、（メタ）アクリル酸デシル、(メタ)アクリル酸イソデシル、（メタ）ア
クリル酸ウンデシル、（メタ）アクリル酸ドデシル、（メタ）アクリル酸トリデシル、（
メタ）アクリル酸テトラデシル、（メタ）アクリル酸ペンタデシル、(メタ)アクリル酸ヘ
キサデシル、（メタ）アクリル酸ヘプタデシル、（メタ）アクリル酸オクタデシル、（メ
タ）アクリル酸ノナデシル、（メタ）アクリル酸エイコシルなどのアルキル基の炭素数が
１～２０の直鎖又は分岐鎖状のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステル
等である。なお、本明細書において「（メタ）アクリル」とは、「アクリル」及び／又は
「メタクリル」を意味する。
【００２２】
　上記の中でも、アルキル基の炭素数が４～１２の（メタ）アクリル酸アルキルエステル
が好ましく、より好ましくはアクリル酸２－エチルヘキシル（２ＥＨＡ）、アクリル酸ｎ
－ブチル（ＢＡ）である。
【００２３】
　上記主モノマーの含有量は、アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分全量（１００
重量％）に対して、５０～１００重量％が好ましく、より好ましくは７０～１００重量％
である。
【００２４】
　コモノマーとしては、接着性や凝集性を付与するモノマーを挙げることができ、例えば
、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、ビニルエーテル、スチレン、アクリロニトリル、メ
タクリロニトリル等のビニル基含有化合物等である。
【００２５】
　上記コモノマーの含有量は、アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分全量（１００
重量％）に対して、２０重量％未満であることが好ましく、より好ましくは１０重量％未
満である。
【００２６】
　官能基含有モノマーとしては、例えば、（メタ）アクリル酸、イタコン酸、マレイン酸
、フマル酸、クロトン酸、イソクロトン酸などのカルボキシル基含有モノマー（無水マレ
イン酸、無水イタコン酸などの酸無水物基含有モノマーも含む）；（メタ）アクリル酸２
－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸
３－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸４－ヒドロキシブチル、（メタ）アクリル
酸６－ヒドロキシヘキシル等の（メタ）アクリル酸ヒドロキシアルキル、ビニルアルコー
ル、アリルアルコールなどのヒドロキシル基（水酸基）含有モノマー；（メタ）アクリル
アミド等のアミド基含有モノマー；Ｎ－メチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－エチル（メ
タ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ｔ－ブチル（メタ
）アクリルアミド、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メトキシメチル（メタ
）アクリルアミド、Ｎ－エトキシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチル（
メタ）アクリルアミド、Ｎ－オクチルアクリルアミド、Ｎ－ヒドロキシエチルアクリルア
ミドなどのＮ－置換アミド基含有モノマー；（メタ）アクリル酸アミノエチル、（メタ）
アクリル酸ジメチルアミノエチル、（メタ）アクリル酸ジエチルアミノエチル、（メタ）
アクリル酸ジメチルアミノプロピル、（メタ）アクリル酸ｔ－ブチルアミノエチルなどの
アミノ基含有モノマー；（メタ）アクリル酸グリシジル、（メタ）アクリル酸メチルグリ
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シジルなどのグリシジル基含有モノマー等を挙げることができる。上記官能基含有モノマ
ーの中でも、カルボキシル基含有モノマーが好ましく、より好ましくは、アクリル酸（Ａ
Ａ）である。上記官能基含有モノマーは、接着性を改良する作用を有する。
【００２７】
　上記の官能基含有モノマーの含有量は、アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分全
量（１００重量％）に対して、２０重量％未満が好ましく、より好ましくは５重量％未満
である。
【００２８】
　上記アクリル系ポリマーは、上記のモノマー成分を公知乃至慣用の重合方法により重合
して調製することができる。アクリル系ポリマーの重合方法としては、例えば、溶液重合
方法、乳化重合方法、塊状重合法や活性エネルギー線照射による重合方法（活性エネルギ
ー線重合方法）などが挙げられる。上記の中でも透明性、耐水性、コストなどの点で、溶
液重合方法、活性エネルギー線重合方法が好ましく、より好ましくは溶液重合方法である
。
【００２９】
　上記の溶液重合に際しては、各種の一般的な溶剤を用いることができる。このような溶
剤としては、酢酸エチル、酢酸ｎ－ブチル等のエステル類；トルエン、ベンゼン等の芳香
族炭化水素類；ｎ－ヘキサン、ｎ－ヘプタン等の脂肪族炭化水素類；シクロヘキサン、メ
チルシクロヘキサン等の脂環式炭化水素類；メチルエチルケトン、メチルイソブチルケト
ン等のケトン類などの有機溶剤が挙げられる。溶剤は単独で、又は２種以上を組み合わせ
て使用することができる。
【００３０】
　上記アクリル系ポリマーの重合に際しては、重合開始剤を使用することができる。前記
重合開始剤としては、特に限定されず公知乃至慣用のものの中から適宜選択して使用する
ことができ、例えば、２，２'－アゾビスイソブチロニトリル、２，２'－アゾビス（４－
メトキシ－２，４－ジメチルバレロニトリル）、２，２'－アゾビス（２，４－ジメチル
バレロニトリル）、２，２'－アゾビス（２－メチルブチロニトリル）、１，１'－アゾビ
ス（シクロヘキサン－１－カルボニトリル）、２，２'－アゾビス（２，４，４－トリメ
チルペンタン）、ジメチル－２，２'－アゾビス（２－メチルプロピオネート）等のアゾ
系重合開始剤；ベンゾイルパーオキサイド、ｔ－ブチルハイドロパーオキサイド、ジ－ｔ
－ブチルパーオキサイド、ｔ－ブチルパーオキシベンゾエート、ジクミルパーオキサイド
、１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、１
，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）シクロドデカン等の過酸化物系重合開始剤などの油
溶性重合開始剤等を挙げることができる。これらは単独で、又は２種以上を組み合わせて
使用することができる。重合開始剤の使用量としては、特に限定されず、従来、重合開始
剤として利用可能な範囲であればよい。
【００３１】
　また、上記アクリル系ポリマーは架橋剤を添加して架橋してもよい。前記架橋剤として
は、例えば、エポキシ系化合物、イソシアネート系化合物、金属キレート化合物、金属ア
ルコキシド、金属塩、アミン化合物、ヒドラジン化合物、アルデヒド系化合物等の各種架
橋剤を挙げることができ、これらはアクリル系ポリマーに含有する官能基により適宜選択
して使用することができる。架橋剤の使用量としては、例えば、上記アクリル系ポリマー
１００重量部に対して０．１～１０重量部程度、好ましくは０．５～５重量部程度である
。
【００３２】
　上記シリコーン系ポリマーとしては、例えば、オルガノポリシロキサンを主成分とする
シリコーンゴムやシリコーンレジン、または、これをシロキサン系架橋剤、過酸化物系架
橋剤などの架橋剤を添加して架橋・重合したもの等を挙げることができる。
【００３３】
　本発明における粘着剤層を構成するベースポリマーの重量平均分子量（Ｍｗ）としては
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、例えば、２０万～３００万程度が好ましく、なかでも、電解液に溶出しにくく、電解液
の劣化を抑制することができる点で、１００万～３００万程度が好ましい。ベースポリマ
ーの重量平均分子量（Ｍｗ）が上記範囲を下回ると凝集力が劣り、電池内部に使用する場
合等、高い圧力がかかる環境下では粘着剤層が変形して基材から糊がはみ出し易く、電解
液へ溶出し易くなり、電解液の劣化の原因となる傾向がある。一方、ベースポリマーの重
量平均分子量（Ｍｗ）が上記範囲を上回ると、粘着剤層が硬くなり過ぎて粘着力が不十分
となり、極板等への貼着が困難となる傾向がある。ベースポリマーの重量平均分子量は、
架橋剤の使用量、重合の際の温度や時間、モノマー濃度等を調整することによりコントロ
ールすることができる。
【００３４】
　また、本発明における粘着剤層を構成するベースポリマーのガラス転移温度（Ｔｇ）は
、マイナス２０℃以下であることが好ましい。ガラス転移温度（Ｔｇ）がマイナス２０℃
を上回ると、使用温度によっては粘着剤層が硬くなり、粘着力が不十分となり、極板等へ
の貼着が困難となる場合がある。
【００３５】
　本発明における粘着剤層には、上記ベースポリマー以外に他の成分を含有していてもよ
く、例えば、紫外線吸収剤、粘着付与剤、軟化剤（可塑剤）、充填剤、酸化防止剤、顔料
、染料、シランカップリング剤などの適宜な添加剤を含んでいてもよい。
【００３６】
　粘着付与剤としては、例えば、ロジン樹脂及びその誘導体、ポリテルペン樹脂、テルペ
ンフェノール樹脂、クマロン－インデン樹脂、石油系樹脂、スチレン系樹脂、キシレン系
樹脂等を挙げることができる。
【００３７】
　軟化剤としては、例えば、液状ポリエーテル、グリコールエステル、液状ポリテルペン
、液状ポリアクリレート、フタル酸エステル、トリメット酸エステル等を挙げることがで
きる。
【００３８】
　本発明における粘着剤層の形成方法としては、公知慣用の方法を採用することができ、
例えば、必要に応じて溶媒（例えば、トルエン、キシレン、酢酸エチル、メチルエチルケ
トン等）を使用して上記ベースポリマーと必要に応じて使用される添加剤を希釈してコー
ティング液を調製し、これを基材上又は適当なセパレータ（剥離紙など）上に塗布し、そ
の後乾燥する方法などを挙げることができる。
【００３９】
　本発明における粘着剤層の厚さとしては、例えば、２～２０μｍ（特に４～１５μｍ）
の範囲内であることが好ましい。厚さが２μｍを下回ると、極板やセパレータ等に貼り合
わせるのに必要な接着力を得ることが困難となり、異物や極板等に存在するバリがセパレ
ータを貫通して電極間の短絡を引き起こすことを防止することが困難となる傾向がある。
一方、厚さが２０μｍを超えると、粘着テープの変形や、基材から糊のはみ出しが起き易
くなり、電解質の劣化を引き起こしやすくなる傾向がある。
【００４０】
　［基材］
　基材としては、特に限定されず、各種基材を用いることが可能であり、例えば、布、不
織布、フェルト、ネットなどの繊維系基材；各種の紙などの紙系基材；金属箔、金属板な
どの金属系基材；各種樹脂によるフィルムやシートなどのプラスチック系基材；ゴムシー
トなどのゴム系基材；発泡シートなどの発泡体や、これらの積層体等の適宜な薄葉体を用
いることができる。上記プラスチック系基材の材質又は素材としては、例えば、ポリエス
テル（ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレンナフタレート、ポリブチレンテレフタ
レート、ポリブチレンナフタレートなど）、ポリオレフィン（ポリエチレン、ポリプロピ
レン、エチレン－プロピレン共重合体など）、ポリビニルアルコール、ポリ塩化ビニリデ
ン、ポリ塩化ビニル、塩化ビニル－酢酸ビニル共重合体、ポリ酢酸ビニル、ポリアミド、
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ポリイミド、ポリアミドイミド、セルロース類、フッ素系樹脂、ポリエーテル、ポリエー
テルアミド、ポリフェニレンサルファイド、ポリスチレン系樹脂（ポリスチレンなど）、
ポリカーボネート、ポリエーテルスルホンなどが挙げられる。
【００４１】
　基材は単層の形態を有していてもよく、また、複層の形態を有していてもよい。また、
基材の表面には、必要に応じて、粘着剤層等との密着性を高めるため、慣用の表面処理、
例えば、クロム酸処理、オゾン暴露、火炎暴露、高圧電撃暴露、イオン化放射線処理等の
化学的又は物理的方法による酸化処理等が施されていてもよい。
【００４２】
　基材の厚さとしては、特に限定されないが、例えば８～１００μｍ程度、好ましくは１
０～５０μｍ、特に好ましくは１２～２５μｍである。基材の厚さが上記範囲を下回ると
、粘着テープの強度が低くなりすぎ、実用性を損なう恐れがある。一方、基材の厚さが上
記範囲を上回ると、電池内に占める体積が大きくなり過ぎ、電池の高容量化が困難となる
傾向がある。また、粘着テープを曲げた際の反発力が大きくなり過ぎ、巻回型電池内部に
使用することが困難となる傾向がある。
【００４３】
　また、本発明における基材としては、上記方法により算出される突き刺し耐性が３００
ｇｆ・ｍｍ以上（例えば３００～１７００ｇｆ・ｍｍ程度、好ましくは３００～１６００
ｇｆ・ｍｍ、特に好ましくは、５００～１５００ｇｆ・ｍｍ）であることが好ましい。前
記突き刺し耐性が上記範囲を下回ると、極板に存在するバリや混入異物からセパレータを
保護する作用を粘着テープに付与することが困難となる。本発明における突き刺し耐性は
、上記方法により算出され、粘着テープが破断するまでにかかる総荷重（図５における斜
線部分の面積）にほぼ相当する。
【００４４】
更に、本発明における基材は、電解液に溶解しにくく、電解液を劣化しにくいものが好ま
しい。
【００４５】
　本発明における基材としては、ポリイミド、ポリアミド、ポリアミドイミド、ポリフェ
ニレンサルファイド等から成るプラスチック系基材を使用することが好ましい。
【００４６】
　更にまた、本発明における基材は、２６０℃、１時間加熱した際の収縮率が、ＴＤ（巾
）方向収縮率、ＭＤ（長さ）方向収縮率共に、１．０％以下（好ましくは０．８％以下、
特に好ましくは０．５％以下）であることが好ましく、ポリイミド、ポリアミド、ポリア
ミドイミド、ポリフェニレンサルファイド等から成るプラスチック系基材であって、製膜
工程に延伸工程を含まない基材を使用することが好ましい。収縮率が上記範囲を上回ると
、電池の充電、放電を繰り返すことにより電池内部が高温環境となった際に、極板やセパ
レータに貼着した粘着テープが浮いたり剥がれたりして、短絡防止効果を維持することが
困難となる傾向がある。
【００４７】
　本発明における基材としては、商品名「カプトン５０Ｈ」、「カプトン１００Ｈ」、「
カプトン２００Ｈ」（以上、東レ・デュポン（株）製）等の市販品を好適に使用すること
ができる。
【００４８】
　［極板保護用粘着テープ］
　本発明に係る極板保護用粘着テープは、基材の少なくとも一方の面に粘着剤層を有する
粘着テープである。前記粘着剤層は複数設けられていてもよく、例えば、基材の一方にの
み粘着剤層を有している片面粘着テープであってもよく、基材の両面に粘着剤層を有して
いる両面粘着テープであってもよい。また、本発明の効果を損なわない範囲で、他の層（
例えば、基材と粘着剤層との密着性を高める為の中間層など）を有していてもよい。
【００４９】
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　図１は、本発明に係る極板保護用粘着テープ４の一例を示す概略断面図であり、基材１
の片面に粘着剤層２が設けられている。
【００５０】
　図２は、本発明に係る極板保護用粘着テープ４の他の一例を示す概略断面図であり、基
材１の両面に粘着剤層２Ａ、２Ｂが設けられている。この粘着テープを電極或いは極板に
貼り合わせると、前記電極或いは極板に接するセパレータ部分も同時に固定することが可
能となり、高温下での粘着テープの膨張或いは収縮による摩擦を低減することができ、効
率よく短絡防止効果を発揮することができる。
【００５１】
　図３は、本発明に係る極板保護用粘着テープ４の更に他の一例を示す概略断面図であり
、基材１の片面に中間層３を介して粘着剤層２が設けられている。
【００５２】
　本発明に係る極板保護用粘着テープの形成方法としては、公知慣用の方法を採用するこ
とができ、例えば、上記ベースポリマー等を含むコーティング液を調製し、これを直接基
材上に塗布して基材／粘着剤層積層体を形成する方法や、適当なセパレータ（剥離紙など
）上に前記コーティング液を塗布して粘着剤層を形成し、これを基材上に転写（移着）す
ることにより基材／粘着剤層積層体を形成する方法などが挙げられる。転写による場合は
、基材との界面にボイド（空隙）が残る場合がある。この場合、オートクレーブ処理等に
より加温加圧処理を施し、ボイドを拡散させて消滅させることができる。
【００５３】
　また、本発明に係る極板保護用粘着テープには、粘着剤層表面の保護、ブロッキング防
止の観点などから、粘着剤層表面にセパレータ（剥離ライナー）が設けられていてもよい
。セパレータは本発明に係る極板保護用粘着テープを被着体に貼着する際に剥がされるも
のであり、必ずしも設けなくてもよい。用いられるセパレータとしては、特に限定されず
、公知慣用の剥離紙などを使用できる。例えば、シリコーン系、長鎖アルキル系、フッ素
系、硫化モリブデン系等の剥離剤により表面処理されたプラスチックフィルムや紙等の剥
離層を有する基材；ポリテトラフルオロエチレン、ポリクロロトリフルオロエチレン、ポ
リフッ化ビニル、ポリフッ化ビニリデン、テトラフルオロエチレン・ヘキサフルオロプロ
ピレン共重合体、クロロフルオロエチレン・フッ化ビニリデン共重合体等のフッ素系ポリ
マーからなる低接着性基材；オレフィン系樹脂（例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン
など）等の無極性ポリマーからなる低接着性基材などを用いることができる。
【００５４】
　本発明に係る極板保護用粘着テープが両面粘着テープである場合、上記セパレータは、
本発明に係る極板保護用粘着テープの両方の粘着剤層表面に設けられてもよいし、片方の
粘着面に背面剥離層を有するセパレータを設け、シートを巻回することによって、反対側
の粘着剤層表面にセパレータの背面剥離層が接するようにしてもよい。
【００５５】
　上記方法により得られる本発明に係る極板保護用粘着テープは、上記測定方法による突
き刺し耐性が３００ｇｆ・ｍｍ以上（例えば３００～１７００ｇｆ・ｍｍ程度、好ましく
は３００～１６００ｇｆ・ｍｍ、特に好ましくは、５００～１５００ｇｆ・ｍｍ）である
。このため、極板やセパレータ等に貼着することにより、極板に存在するバリや混入異物
によりセパレータに穴が開くことを防止することができ、正の電極板と負の電極板との短
絡（ショート）を防止することができる。
【００５６】
　また、２６０℃、１時間加熱した際の収縮率が、ＴＤ（巾）方向収縮率、ＭＤ（長さ）
方向収縮率共に１．０％以下（好ましくは０．８％以下、特に好ましくは０．５％以下）
であるため、電池の充電、放電を繰り返すことにより電池内部が高温環境となった際にも
、極板やセパレータに貼着した粘着テープが浮いたり剥がれたりすることがなく、短絡防
止効果を維持することができる。
【００５７】
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　リチウムイオン電池は、正極芯体に正極活物質が塗布された正極板と、負極芯体に負極
活物質が塗布された負極板とがセパレータを介して相対向させ、これらを渦巻状に巻回し
て得られた巻回型電極群、正極板、負極板から引き出された電極端子、及び電解液が外装
缶に封入された構造を有する。また、アルミ電解コンデンサは、陽極アルミ箔／セパレー
タ／陰極アルミ箔を巻回してなる素子本体、陽極箔、陰極箔から引き出された電極端子、
及び電解液が外装缶に封入された構造を有する。本発明に係る極板保護用粘着テープは、
リチウムイオン電池又はアルミ電解コンデンサ製造過程において、異物やバリ等によるセ
パレータの貫通を防止する目的、及び電池ケース内への電極の詰め込み適性を改善する目
的（例えば、巻回型電池の巻末部を巻き止めする目的、活物質の剥がれを防止する目的）
で使用される。貼着場所としては前記目的を達成することができる場所であれば特に限定
されることなく、例えば、リチウムイオン電池、アルミ電解コンデンサ等の内部（例えば
、電極端子、極板端部、セパレータにおける極板端部が接触する部分、活物質の端部、巻
末部等）に貼り合わせて使用される（図６、７参照）。
【実施例】
【００５８】
　以下、実施例により本発明をより具体的に説明するが、本発明はこれらの実施例により
限定されるものではない。
【００５９】
　実施例１
　ポリイソプレンゴム（商品名「クレイトン　ＩＲ－３０７」、クレイトンポリマージャ
パン（株）製、重量平均分子量：２．７６×１０6）１００重量部をトルエンで希釈して
コーティング液（１）を得た。
　得られたコーティング液（１）を、厚さ１３μｍのポリイミドフィルム（商品名「カプ
トン５０Ｈ」、東レ・デュポン（株）製）上に乾燥後の厚みが１０μｍとなるように塗布
、乾燥して、粘着テープ（１）を得た。
【００６０】
　実施例２
　厚さ１３μｍのポリイミドフィルム（商品名「カプトン５０Ｈ」、東レ・デュポン（株
）製）に代えて、厚さ２５μｍのポリイミドフィルム（商品名「カプトン１００Ｈ」、東
レ・デュポン（株）製）を使用した以外は実施例１と同様にして粘着テープ（２）を得た
。
【００６１】
　実施例３
　厚さ１３μｍのポリイミドフィルム（商品名「カプトン５０Ｈ」、東レ・デュポン（株
）製）に代えて、厚さ５０μｍのポリイミドフィルム（商品名「カプトン２００Ｈ」、東
レ・デュポン（株）製）を使用した以外は実施例１と同様にして粘着テープ（３）を得た
。
【００６２】
　比較例１
　厚さ１３μｍのポリイミドフィルム（商品名「カプトン５０Ｈ」、東レ・デュポン（株
）製）に代えて、厚さ１００μｍのポリエチレンテレフタレートフィルム（商品名「ルミ
ラー」、東レ（株）製）を使用した以外は実施例１と同様にして粘着テープ（４）を得た
。
【００６３】
　比較例２
　厚さ１３μｍのポリイミドフィルム（商品名「カプトン５０Ｈ」、東レ・デュポン（株
）製）に代えて、厚さ１６μｍのポリフェニレンサルファイドフィルム（商品名「トレリ
ナ」、東レ（株）製）を使用した以外は実施例１と同様にして粘着テープ（５）を得た。
【００６４】
　比較例３
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　厚さ１３μｍのポリイミドフィルム（商品名「カプトン５０Ｈ」、東レ・デュポン（株
）製）に代えて、厚さ２５μｍのポリフェニレンサルファイドフィルム（商品名「トレリ
ナ」、東レ（株）製）を使用した以外は実施例１と同様にして粘着テープ（６）を得た。
【００６５】
　実施例及び比較例で得られた粘着テープの加熱収縮率及び突き刺し耐性を以下の方法で
測定した。
【００６６】
　［加熱収縮率］
　実施例及び比較例で得られた粘着テープを５０ｍｍ×５０ｍｍのサイズに切断して試験
体を得た。
　得られた試験体を２６０℃に調整した熱風オーブン中で１時間保持した。その後、熱風
オーブンから粘着テープを取り出して、ＴＤ（巾）方向、ＭＤ（長さ）方向の寸法を測定
し［ＬTD（ｍｍ）、ＬMD（ｍｍ）］、粘着テープの加熱収縮率（％）を下記式により算出
した。
　加熱収縮率（ＴＤ方向）（％）＝（５０－ＬTD）／５０×１００
　加熱収縮率（ＭＤ方向）（％）＝（５０－ＬMD）／５０×１００
【００６７】
　［突き刺し耐性］
　圧縮試験機（商品名「ＫＥＳ－Ｇ５」、カトーテック（株）製、直径１１．２８ｍｍの
円形穴）を使用し、下記条件下で実施例及び比較例で得られた粘着テープの突き刺し試験
を行い、突き刺し強度［破壊点における最大荷重（ｇｆ）］、及び粘着テープの最大伸び
（ｍｍ）を観測し（図４参照）、下記式により突き刺し耐性（ｇｆ・ｍｍ）を算出した。
　突き刺し耐性＝最大荷重（ｇｆ）×粘着テープの最大伸び（ｍｍ）×１／２
　測定条件
　温度：２３±２℃
　突き刺し針：先端の曲率半径０．５ｍｍの針
　突き刺し速度：２ｍｍ／ｓ
【００６８】
　上記評価結果を下記表にまとめて示す。
　尚、実施例３で得られた粘着テープ（３）と比較例１で得られた粘着テープ（４）は上
記突き刺し試験で非貫通であった為、最大荷重（ｇｆ）を測定上限値である１０００ｇｆ
として突き刺し耐性を算出した。
【表１】

【符号の説明】
【００６９】
１　　　　　　　基材
２、２Ａ、２Ｂ　粘着剤層



(12) JP 5798404 B2 2015.10.21

10

３　　　　　　　中間層
４　　　　　　　極板保護用粘着テープ
５Ａ、５Ｂ　　　固定板
６　　　　　　　突き刺し針
７　　　　　　　電極端子
８　　　　　　　正極板
９　　　　　　　負極板
１０　　　　　　セパレータ
１１　　　　　　活物質
１２　　　　　　電極箔

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】

【図５】
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